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沖縄振興のための特別の調整費の配分（取扱方針）
（平成１７年度 第２５回沖縄政策協議会幹事会、第２６回沖縄政策協議会）

本年４月１日に知事より具体的要望のあった１７事業については、以下のと
おり実施することとしたい。

実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

Ⅰ．観光の振興 １．沖縄自動車道利用促進事業

陸上交通の大部分を道路に依存している沖縄県
１ ３９０百万円 の各地域間の交流、とりわけ観光産業の振興を中,

心とした北部地域との交流促進を通じ、沖縄経済
の活性化を図るため、沖縄自動車道の通行料金の
割引を行う。

①事 業 費 ： １ ３６６百万円,
②国 費 ： １ ３６６百万円,
③担当省庁 ： 内閣府

④事業主体 ： (財)沖縄観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ

⑤スキーム ： 国 → (財)沖縄観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ
ﾋﾞｭｰﾛｰ

（１０／１０補助）

２．沖縄空手交流推進事業

沖縄空手を通じた国内外との交流を推進するこ
とにより、沖縄空手の発展を期すとともに、観光
の振興を図るため、沖縄空手を活用した文化交流
型観光の促進方策を検討するほか、交流推進モデ
ル事業等を実施する。

①事 業 費 ： ３０百万円

②国 費 ： ２４百万円

③担当省庁 ： 内閣府

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

Ⅱ．産業の振興 １．海洋関連産業ビジネス創出促進事業

沖縄の豊富な海洋資源を活用した新規事業の創
１６７百万円 出を促進するため、多様な海洋関連の研究成果等

について、事業化に結びつくよう効果的な情報提
供等を行う。

①事 業 費 ： ３８百万円

②国 費 ： ３０百万円

③担当省庁 ： 内閣府

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

２．沖縄経済特区戦略広報事業

沖縄振興特別措置法に基づく３つの経済特区 特（
別自由貿易地域、情報通信産業特別地区及び金融
業務特別地区）制度の利用の促進を図るため、戦
略的な投資環境の広報事業を実施する。

①事 業 費 ： ７７百万円

②国 費 ： ６２百万円

③担当省庁 ： 内閣府

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

３．美ら島ブランド創出推進事業

地域を支える各産業間の連携を深め、地域経済
を活性化していくため、市場ニーズに対応した魅
力的な特産品「美ら島ブランド」の創出を目指す
こととし 「美ら島ブランド塾」を開設すること、
等により、生産から販売まで一連のノウハウを備
えた人材を育成する事業等を行う。

①事 業 費 ： ９４百万円

②国 費 ： ７５百万円

③担当省庁 ： 経済産業省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

Ⅲ．農林水産業の振興 １．琉球在来豚「アグー」の遺伝的資源の確保・
安定供給体制支援事業

１９９百万円 高品質で特色ある沖縄ブランドの確立により農
林水産業の振興を図るため、沖縄固有の遺伝的資

、 「 」源であり 肉質特性に優れた琉球在来豚 アグー
の供給体制整備へ向けた支援を行う。

①事 業 費 ： ４９百万円

②国 費 ： ３９百万円

③担当省庁 ： 農林水産省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

２．さとうきび総合利用実証事業

さとうきびの高付加価値化や新商品の開発など
による地域経済の活性化を図るため、さとうきび
の持っている有効成分、組成物を一貫的かつ効率
的に分離・抽出するさとうきび総合利用システム
の実証試験を実施する。

①事 業 費 ： １３０百万円

②国 費 ： １０４百万円

③担当省庁 ： 農林水産省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

３．健康食材としての伝統的農産物振興戦略策定
調査事業

健康長寿県や観光・リゾート地としての沖縄の
イメージにふさわしい特色ある産地形成を図るた
め、伝統的農産物の機能性を高次元レベルで分析
するとともに、機能性に着目した調理法の開発等
を行い、健康食材としての伝統的農産物の振興戦
略を策定する。

①事 業 費 ： ５５百万円

②国 費 ： ４４百万円

③担当省庁 ： 農林水産省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

４．リュウキュウマツ被害材有効活用促進事業

松くい虫により多大な被害が発生しているリュ
ウキュウマツの被害材を資源として有効活用する
ため、強度等被害材の品質を明らかにするととも
に、被害材を利用した製品の開発等を実施する。

①事 業 費 ： １５百万円

②国 費 ： １２百万円

③担当省庁 ： 農林水産省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

Ⅳ．人材育成･雇用の促進 １．県外就職啓発促進体制構築事業

若年者の雇用改善を図るため、県外企業へのイ
２１１百万円 ンターンシップを実施し、その成果を広く普及す

るとともに、沖縄県キャリアセンター及び教育機
関と県外企業とのネットワーク形成を推進するこ
とにより、若年者の県外就職を啓発、促進する体
制を構築する。

①事 業 費 ： ３５百万円

②国 費 ： ２８百万円

③担当省庁 ： 厚生労働省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

２．子育て家庭の就労支援モデル事業

産業振興施策と一体となって、就労家庭の保育
環境を向上させ良質な労働力を確保する社会的体
制を整備するため、余裕教室等を活用したモデル
的な保育施設を設置する。

①事 業 費 ： ２９百万円

②国 費 ： ２４百万円

③担当省庁 ： 厚生労働省

④事業主体 ： 沖縄県（市町村）

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県 → (市町村)
（８／１０補助）

３．コールセンター人材育成モデル事業

コールセンター業務の高度化等に対応した人材
の育成を推進することにより、深刻な雇用情勢の
改善を図るため、求人情報の提供等を行う公営
コールセンターを活用し、効果的な訓練プログラ
ムの開発を行う。

①事 業 費 ： １６０百万円

②国 費 ： １２８百万円

③担当省庁 ： 厚生労働省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

４．高度経営人材育成・確保事業

体系的な経営人材の育成体制の構築を促進する
、 、ことにより 県内企業の市場競争力強化に必要な

、 、 、経営 市場 知的財産の分野において中核となる
経営感覚に優れた人材の育成・確保を図るため、
ビジネス講座のモデルカリキュラムを作成し実証
講座等行う。

①事 業 費 ： ３９百万円

②国 費 ： ３１百万円

③担当省庁 ： 経済産業省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

Ⅴ．自然環境の保全･活用 １．沖縄島北部地域生態系保全事業

ヤンバルクイナなど絶滅危惧種が生息する北部
１５８百万円 地域の生態系を保全するため、外来種であるマン

グースの北上防止柵を設置するとともに、マン
グース等の捕獲事業を実施する。

①事 業 費 ： １５３百万円

②国 費 ： １２３百万円

③担当省庁 ： 環境省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

２．サンゴ礁保全対策支援事業

サンゴ礁に甚大な被害を及ぼしているオニヒト
デの効果的な駆除を推進するため、生物多様性、
観光振興等の観点から特に重要な海域である慶良
間、宮古、八重山海域において、駆除効果・手法
の検証等を実施する。

①事 業 費 ： ４４百万円

②国 費 ： ３５百万円

③担当省庁 ： 環境省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

Ⅵ．災害に強い県土づくり 災害に強い緑豊かなふるさとづくり計画調査

自然と調和した災害に強い県土づくりを推進す
４０百万円 るため、台風等の気象条件や土壌、地形等の特性

を考慮し、潮風害対策として効果的で、かつ、伝
。統的な景観を尊重した防風帯の配置等を検討する

①事 業 費 ： ５０百万円

②国 費 ： ４０百万円

③担当省庁 ： 内閣府

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

Ⅶ．交通体系の整備 那覇港国際流通港湾機能強化事業

アジア・太平洋地域における国際海上コンテナ
７４百万円 輸送の中継拠点の形成を図るため、那覇港におけ

る国際コンテナターミナルの機能強化、国際コン
テナ貨物の拡大支援及び企業立地の促進支援を実
施する。

①事 業 費 ： ９３百万円

②国 費 ： ７４百万円

③担当省庁 ： 国土交通省

④事業主体 ： 那覇港管理組合

⑤スキーム ： 国 → 那覇港管理組合
（８／１０補助）


